
カテイ×カテイ 
‐空き家から未来をつくる‐ 

 

Ｆ230 

○髙野 峻嗣（Shunji Takano）・吉本 翔（Kakeru Yoshimoto）・ 

上川 将人（Masato Kamikawa）・増井 悠太（Yuta Masui）・古谷 由依佳（Yuika Furutani） 

（京都文教大学 総合社会学部 総合社会学科） 

キーワード：子どもの貧困、子ども食堂、寺子屋 
 

１．はじめに 

厚生労働省の調査によると日本は、アメリカ、

中国に次ぐ世界第 3位の経済大国でありながら約

6 人に 1 人が相対的貧困であるといわれている。

なかでも、特に子どもの貧困が近時問題視されて

いる。子どもの貧困問題は非常に根深く錯綜して

いる。そこで我々は、そしてその問題の背後にあ

る所得格差と教育格差との相関関係に注目して、

現状どのような取り組みが行われているのかを概

観し、それらの問題点を指摘したうえで新たな解

決策を提案する。 

 

２．所得格差と教育格差の相関 

まず、「高校生の進路追跡調査第 1次報告書」に

よると（図１）、一般的に、高所得家庭の子どもは

大学進学率が高く高校卒業後に就職する割合は低

い。それに対して、低所得家庭の子どもは大学進

学率が低く、就職率は高所得者より高い。このこ

とから、親の所得が子どもの進路に影響があるこ

とがわかる。 

 

 図 1 親の収入と高校卒業後の進路 

 
 

低所得家庭の子どもには相対的に十分な教育機

会が得られず、進路選択の可能性が狭められる。

大学に行くことが必ずしも将来の選択を増やすこ

とにつながるわけではないが、高校を卒業して就

職するより大学を卒業して就職する方が選択の幅

が広くなるだろう。また高校で就職をした者と大

学で卒業した者の生涯収入を比較した場合、約４

千万円の差がある。 

親の低所得が子どもの（学校外）教育の機会保

障や進路選択にも影響し、子どもが将来手に入れ

る収入に対しても連鎖的に影響していることが考

えられる。このような悪循環が所得格差と教育格

差を促す原因の一つであり、所得格差と教育格差

のどちらか一方を解決すればよいというものでは

ないことがわかる。 

 

３．現状分析と問題提起 

(1)低所得家庭をサポートするアプローチ 

低所得家庭をサポートするための取り組みとし

て、こども食堂の活動がある。その活動内容とし

ては、貧困家庭の子ども（親を含む場合もある）

に対して無料または低価格で食事の提供を行って

いる。開催会場は、半数程度が公共施設以外であ

り、他団体・個人等所有の施設を使用している。

厚生労働省によると開催頻度は、月に一回が

48.5％と約半数を占めており、2 週間に 1 回以上

開催している子ども食堂は、38.7％である。また、

子ども食堂に付随する活動として、「子育て支援」

（40.1％）や「学習支援」（32.1％）が行われてお

り、食事を提供するだけではなく、親のサポート・

子どもの教育といった活動を行っている。こうし

た活動は全国的に広がっており、子ども食堂の認

知度も高まっている。 

その一方で、運営費の確保や、人手不足、会場

の確保が難しいという問題がある。また、前述し

たように、子ども食堂は根本的な貧困の解決には

ならない点も大きな課題である。貧困は、世代を

超えて親から子へと連鎖するというデータがある。

子ども食堂による貧困対策は十分意義のあるもの

だが、あくまで対症療法的な取り組みに主眼が置

かれており、世代的に連鎖する貧困からの脱却こ

そが貧困対策に必要だと考えられる。 

 

(2)低学力生徒をサポートするアプローチ 

日本でも近時、正課外での補習や無料塾、ボラ

ンティア講師による個別指導などの活動が様々な

自治体で行われている。これらの取り組みが広ま

った要因の一つに、1980年代後半アメリカで力を

もったエフェクティヴ・スクール論の影響がある。

アメリカの教育学者ロナルド・エドモンズは、人

種や階級などの一定の社会集団間での学力格差を

縮小または克服している学校を「 Effective 

School（効果のある学校）」と呼び、その学校の特

徴を抽出した。エドモンズによると、効果のある

学校は、①校長のリーダーシップ、②教員集団の



意思一致、③安全で静かな学習環境、④公平で積

極的な教員の姿勢、⑤学力測定とその活用などの

五つの特徴を備えているとされる（Edmonds 1986，

鍋島 2003）。この議論は、全ての学生に対する「処

遇の平等」ではなく、貧困層の低学力生徒に対し

て「実質的機会の平等」を重点的に保障する取り

組みへ正当化原理を提供した。 

しかし、このエフェクティヴ・スクール論にも

問題がある。この議論によると、学力格差の解決

に焦点が当てられている。これは、低学力生徒は

学力を上げることで貧困を解消しようとするもの

であるが、その一方において学力のみの尺度によ

って生徒を捉えることになってしまう。我々は、

所得格差と相関する教育格差を解消するために本

当に必要とされるのは、学力向上のための教育だ

けでなく、学力に還元されない様々な学びを提供

することが必要であると考える。そうすることで

多様性を認める未来の社会につながる教育となる

のではないだろうか。 

 

４．政策提案 

前述したように、子ども食堂では貧困の表面的

な解消にしかならない。また、無料塾では、学力

向上のみに主眼が置かれており、未来につながる

教育としては十分なものとはいえない。 

そこで、我々は子どもの貧困を解消すべく「空

き家を利用した子ども食堂と現代版寺子屋」を提

案する。 

子ども食堂と現代版寺子屋を組み合わせること

により、家計の負担を減らし子どもの貧困解消を

目指す。さらに子どもと一緒にご飯を作る事で、

自立のためのスキルも磨くことが出来る。また、

この取り組みには学力向上のための学習だけでな

く、多種多様な学びの場を提供する点に従来の無

料塾と異なる特徴がある。 

京都は様々な大学を擁し、数多くの大学生が集

まる。これらの大学生を講師として活用すること

で、音楽や図画工作などからスポーツなどの運動

まで、幅広い範囲での文化的な学びを無料塾の対

象とすることが出来る。また他にも法学や経済

学・経営学などの専門を持つ学生によって、子ど

もにルールの仕組みやお金の使い方などを教える

「法教育」や「お金教育」の機会を提供すること

で、学校で学んでいる範囲では収まらないことも

学ぶことができる。それぞれに合った学びを提供

することで、子どもの長所を伸ばしたり新しい興

味関心を発見したりすることが可能である。子ど

もに学力向上に限定されない学びの広大な地平を

示すことで、市民としての文化的・芸術的素養や

「生活力」の育成を促すことができる。 

運営に参画する主体（主に大学生や短大生、専

門学校生）は、事前研修として各自治体による研

修を必ず受けなければならないとする。研修を受

ける第一の理由は、安全のためである。しかし研

修を受けることで、学びの質を上げることが可能

である。そうすることで、学生は実践的な経験を

積むことができ、学習指導のスキルの向上が期待

できる。 

さらに、開催場所として、学校の教室や集会所

など以外にも、空き家を積極的に利用することも

一つの候補に入る。近時全国規模で空き家問題が

社会的に認知されるようになっており、平成 25

年に京都市が行った住宅・土地系統調査によると、

京都府内にも空き家は約 175,300戸ある。増加し

つつある空き家をこの政策で使用することで、潜

在化している資源の有効活用につなげ空き家問題

の解消の一助にもなるはずである。 

 

５．おわりに 

我々が提案する「空き家を利用した子ども食堂

と現代版寺子屋」が実行に移されると、子どもの

貧困解消につながるものと考えられる。教育とは、

人の一生または次の世代にまで影響するものであ

ることがこの問題でわかる。「家庭（カテイ）」の

問題に着目し、今のことだけではなく現在から未

来へのプロセスである「過程(カテイ)」を政策に

よって創造する。そのためには、子どもにとって

その時に本当に必要な教育とはなにか、その子ど

もに合った教育をすべての子どもが受けることが

できる未来を作ることが大切なのではないだろう

か。 
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